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(o) 「2.1 可搬型設備等による対応手順等」 

大規模損壊発生時に使用する設備と手順については，先に記載した

(b)項から(n)項で示した重大事故等対策で整備する手順等を活用する

ことで「炉心の著しい損傷を緩和するための対策」，「原子炉格納容

器の破損を緩和するための対策」，「使用済燃料プールの水位を確保

するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策」，

「放射性物質の放出を低減させるための対策」及び「大規模な火災が

発生した場合における消火活動」の措置を行う。 

さらに，柔軟な対応を行うため上記の手順に加えて，以下の大規模

損壊に特化した手順を整備する。（第2.1.19表参照） 

イ．格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の減圧及び除熱手

順 

  大規模損壊では，炉心損傷後，放射線モニタ類の指示値の急激な上

昇等により原子炉格納容器からの異常な漏えいを検知した場合や格納

容器スプレイ機能を有する重大事故等対処設備が機能喪失した場合等

を想定し，原子炉格納容器破損緩和や放射性物質の放出低減を目的と

した格納容器圧力逃がし装置を用いた原子炉格納容器内の減圧及び除

熱手順を整備する。 

ロ．格納容器頂部注水系（常設）による原子炉ウェルへの注水手順 

  原子炉格納容器温度の上昇により原子炉格納容器トップヘッドフラ

ンジからの水素漏えいが発生する場合を想定し，水素漏えいを抑制す

るための格納容器頂部注水系（常設）による原子炉ウェルへの注水手

順を整備する。 

ハ．格納容器頂部注水系（可搬型）による原子炉ウェルへの注水手順 

  原子炉格納容器温度の上昇により原子炉格納容器トップヘッドフラ
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ンジからの水素漏えいが発生する場合を想定し，水素漏えいを抑制す

るための格納容器頂部注水系（可搬型）による原子炉ウェルへの注水

手順を整備する。 

ニ．原子炉建屋からの水素の排出手順 

  格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内の水素排出ができ

ず，原子炉建屋水素濃度の上昇が継続する場合を想定し，原子炉建屋

外側ブローアウトパネルの開放（ブローアウトパネル閉止装置が閉止

状態である場合は，ブローアウトパネル閉止装置の開放）による原子

炉建屋からの水素排出手順を整備する。 

ホ．可搬型代替注水中型ポンプによる消火手順 

  化学消防車，水槽付消防ポンプ自動車，可搬型代替注水大型ポンプ

（放水用）等を用いた火災時の対応が困難な場合を想定し，可搬型代

替注水中型ポンプを用いた消火手順を整備する。 

ヘ．可搬型代替注水大型ポンプ及び放水砲による使用済燃料プールへの

注水手順 

大規模な地震等により使用済燃料プールが損傷し，技術的能力

「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」にて水位が維持

できない場合，原子炉建屋外側ブローアウトパネルの開放（ブローア

ウトパネル閉止装置が閉止状態である場合は，ブローアウトパネル閉

止装置の開放）を行い，その開口部を介して，可搬型代替注水大型ポ

ンプ及び放水砲による使用済燃料プールへの注水手順を整備する。 

ト．可搬型代替注水大型ポンプ及び放水砲による使用済燃料乾式貯蔵建

屋への放水手順 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムにより使用済燃料乾式貯蔵設備に大規模な損壊が発生した場合を
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想定し，可搬型代替注水大型ポンプ及び放水砲による使用済燃料乾式

貯蔵建屋への放水手順を整備する。 

チ．現場での可搬型計測器によるパラメータ計測及び監視手順 

  中央制御室が機能喪失する場合を想定し，現場での可搬型計測器に

よるパラメータ監視手順を整備する。 

これらの手順のうち，大規模な火災が発生した場合における消火活

動に関する手順等については，ホ項が該当する。また，炉心の著しい

損傷を緩和するための対策に関する手順等については，チ項が該当す

る。原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等につ

いては，イ項からニ項及びチ項が該当する。放射性物質の放出を低減

させるための対策に関する手順等については，ヘ項及びト項が該当す

る。 
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第 2.1.19 表 大規模損壊に特化した手順（1／2） 

想定 対応手段 対応手順 対応設備 
整備する手

順書の分類

炉心損傷後，原子炉格納

容器破損緩和又は放射性

物質の放出低減を目的と

した格納容器ベントを行

う場合 

原子炉格納容器
内の 

減圧及び除熱 

格納容器圧力逃

がし装置による

原子炉格納容器

内の減圧及び除

熱手順 

主
要
設
備

フィルタ装置 

第一弁（Ｓ／Ｃ側） 

第一弁（Ｄ／Ｗ側） 

第一弁（Ｓ／Ｃ側）バイパス弁 

第一弁（Ｄ／Ｗ側）バイパス弁 

第二弁 

第二弁バイパス弁 

第二弁操作室遮蔽  

第二弁操作室空気ボンベユニッ

ト（空気ボンベ）  

差圧計  

遠隔人力操作機構 

圧力開放板 

大規模損壊

時に対応す

る手順 

関
連
設
備

可搬型窒素供給装置 

フィルタ装置遮蔽 

配管遮蔽 

移送ポンプ 

可搬型代替注水中型ポンプ

可搬型代替注水大型ポンプ 

西側淡水貯水設備 

代替淡水貯槽 

不活性ガス系配管・弁 

耐圧強化ベント系配管・弁 

格納容器圧力逃がし装置配管・

弁 

原子炉格納容器 

真空破壊弁 

窒素供給配管・弁 

第二弁操作室空気ボンベユニッ

ト（配管・弁） 

移送配管・弁 

補給水配管・弁 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

常設代替直流電源設備 

可搬型代替直流電源設備 

燃料給油設備 

原子炉格納容器温度の上

昇により原子炉格納容器

トップヘッドフランジか

らの水素漏えいが発生す

る場合 

原子炉ウェルへ

の注水 

格納容器頂部注

水系（常設）によ

る原子炉ウェル

への注水手順 

主
要
設
備

常設低圧代替注水系ポンプ 

関
連
設
備

代替淡水貯槽 

低圧代替注水系配管・弁 

常設代替交流電源設備 

燃料給油設備

原子炉ウェル 

格納容器頂部注水系配管・弁 

原子炉格納容器温度の上

昇により原子炉格納容器

トップヘッドフランジか

らの水素漏えいが発生す

る場合 

原子炉ウェルへ

の注水 

格納容器頂部注

水系（可搬型）に

よる原子炉ウェ

ルへの注水手順 

主
要
設
備

可搬型代替注水大型ポンプ 

関
連
設
備

代替淡水貯槽 

低圧代替注水系配管・弁 

ホース 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

燃料給油設備 

原子炉ウェル 

格納容器頂部注水系配管・弁 
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第 2.1.19 表 大規模損壊に特化した手順（2／2） 

想定 対応手段 対応手順 対応設備 
整備する手

順書の分類

格納容器圧力逃がし装置

による原子炉格納容器内

の水素排出ができず，原

子炉建屋水素濃度の上昇

が継続する場合 

原子炉建屋原子
炉棟の水素排出 

原子炉建屋からの

水素の排出手順 

主
要
設
備

原子炉建屋外側ブローアウト

パネル 

ブローアウトパネル閉止装置 

可搬型代替注水大型ポンプ

（放水用） 

放水砲 

大規模損壊

時に対応す

る手順 

関
連
設
備

ホース 

ＳＡ用海水ピット取水塔 

海水引込み管 

ＳＡ用海水ピット 

燃料給油設備 

化学消防車，水槽付消防

ポンプ自動車，可搬型代

替注水大型ポンプ（放水

用）等を用いた火災時の

対応が困難な場合 

消火 

可搬型代替注水中

型ポンプによる消

火手順 

主
要
設
備

可搬型代替注水中型ポンプ 

泡消火薬剤容器（消防車用） 

放水銃 

関
連
設
備

燃料給油設備 

使用済燃料プールが損傷

し，常設及び可搬設備に

よる注水を行うが，水位

が維持できない場合 

放水砲による使
用済燃料プール

への注水 

可搬型代替注水大

型ポンプ及び放水

砲による使用済燃

料プールへの放水

手順 

主
要
設
備

原子炉建屋外側ブローアウト

パネル 

ブローアウトパネル閉止装置 

可搬型代替注水大型ポンプ

（放水用） 

放水砲 

関
連
設
備

ホース 

ＳＡ用海水ピット取水塔 

海水引込み管 

ＳＡ用海水ピット 

燃料給油設備 

使用済燃料乾式貯蔵設備

に大規模な損壊が発生し

た場合 

使用済燃料乾式
貯蔵設備への 

放水 

可搬型代替注水大

型ポンプ及び放水

砲による使用済燃

料乾式貯蔵設備へ

の放水手順 

主
要
設
備

可搬型代替注水大型ポンプ

（放水用） 

放水砲 

泡混合器 

泡消火薬剤容器（大型ポンプ

用） 

関
連
設
備

ホース 

ＳＡ用海水ピット取水塔 

海水引込み管 

ＳＡ用海水ピット 

燃料給油設備 

中央制御室の機能喪失等

により，中央制御室にて

可搬型計測器の接続が不

可能となった場合 

監視機能の回復 

現場での可搬型計

測器によるパラメ

ータ計測及び監視

手順 

主
要
設
備

可搬型計測器 


